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射は, 1998年 8月の ｢テポドン 1号｣, ミサイル
6発と同時発射した 2006年 7月の ｢同 2号｣ に
続き, 3回目となる｡ 一部が日本を飛び越えて太
平洋上に落下した ｢ 1号｣ について北朝鮮は, 人
























前回 2006年 7月のテポドン 2号発射の際は,
発射台据え付けから発射まで 3週間以上を要した｡
この 2月段階で必要機材の搬入が完了していたと
すれば, 据え付け, 固定, 燃料注入といった手順
を考えれば, 3月下旬までには発射準備を完了し
ていた可能性が高い｡ 結局, 発射日は 4月 5日と






20首脳会議 (4月 2日) 以前の発射は控えざるを
得なかった, との見方が強い｡ G 20に参加した
関係国首脳による緊急協議といった事態を招けば,
ミサイル発射による ｢外交効果｣ はマイナスにな










せ強硬路線を多用してきた｡ とりわけ 1993年 1
月のクリントン政権発足の際は, ｢準戦時態勢宣

















を断念する ｢損失補償｣ として, 年間 10億ドル
を 3年間にわたって支払うよう米国に要求した経





















足時の ｢準戦時態勢宣言｣ を彷彿とさせる｡ 対南
強硬姿勢は, 対米外交の一環という要素が最も大
きい｡ 冒頭で指摘した ｢左右勢力の亀裂が深まる




として, 日本, インドネシア, 韓国, 中国を訪問
した｡ 長官は 4か国歴訪の過密スケジュールの中
で, ｢プライベートな活動｣ を行った｡ 2月 22日
の北京での教会訪問と, 東京滞在中の 2月 17日
に在日米国大使館で行った拉致被害者家族との面
















というより妻, 母, 娘, 姉妹として会いたい｣ と
強調した｡ つまり, クリントン氏や米政府が忘れ
ないのではなく ｢米国は忘れない｣ のであり, 国
務長官たるクリントン氏が家族と面談するのでは
なく, ｢個人｣ として面談する, と強調した点に
留意すべきだ｡















ンドネシア, 韓国, 中国となったことから, 日本
国内では ｢米新政権の日本重視, アジア重視の表

























し, 中朝間は 41.2％増の 27.8億ドルに達し, 過
去最高を更新した｡ 南北関係の冷却化で, 2008
年の韓国による対北支援は民間分を含め 1,160億









中, 北朝鮮の最高人民会議第 12期第 1回会議が










もかく, 恫喝外交, 国威発揚, ミサイルビジネス

















委員 4人体制だったが, 後述するように, 2009
年 2月, 呉克烈労働党作戦部長 (大将) の副委員
長就任で副委員長ポストは 3人になった｡ 国防委
員も最高人民会議で, 8人への増員が公表された｡
今回人事では, 趙明禄第一副委員長, 金永春 (人
民武力相) ら副委員長 3人は留任し, 国防委員 8
























鱗に触れ｣ 2004年に失脚するも, 06年 1月に復


















2012 年 (金日成生誕 100 年, 金総書記 70 歳,
｢強盛大国｣ 建設目標年) ごろまで, 長男正男氏
(37), 異母弟である次男正哲氏 (28), 三男ジョ
ンウン氏 (26) の 3人から選ばれる, と見る専門




































軍内タカ派とされる｡ その 8日後の 19日には,
呉克烈労働党作戦部長が国防委員会副委員長に新
たに就任したことが公表され, 副委員長は 3人体












































する｣ とされていた職務を ｢国家の全般事業｣ を
指導すると改めた点だ｡ 委員長が所管の国防委員



















中でも, テレビ朝日が 6月 10日, 後継有力候
補とされる三男, ジョンウン氏 (26) の最新写真
を ｢世界初, 独自入手｣ と大々的に報じた一件は,
看過できない面がある｡ くだんの特ダネ写真は放
送後に韓国メディアから ｢別人｣ との指摘が相次








みだった点だ｡ 類似の騒ぎは, ｢ネタ｣ をネット
公募した日本テレビの ｢バンキシャ｣ で起きたば
かりだ｡ 教訓は生かされなかったのである｡



























読売新聞, 朝日新聞, 毎日新聞, 日本経済新聞など全
国紙各紙
朝鮮日報, 中央日報, 東亜日報など韓国の全国紙各紙
韓国大統領府, 韓国外交通商省の各ホームページ
朝鮮労働党機関紙・労働新聞
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